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われるよう，空港の所在する市町村の消防機関等の関係機関との協力体制の構築を

推進する。また，空港職員に対する，自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含め

た心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動を推進する。 
 
９ 被害者支援の推進 

公共交通事故による被害者等への支援の確保を図るため，平成 24 年 4 月に，国土交通

省に公共交通事故被害者支援室を設置した。同支援室では，①公共交通事故が発生した

場合の情報提供のための窓口機能，②被害者等が事故発生後から再び平穏な生活を営

むことができるまでの中長期にわたるコーディネーション機能（被害者等からの心身のケア

等に関する相談への対応や専門家の紹介等）等を担うこととしている。引き続き，関係者か

らの助言を得ながら，外部の関係機関とのネットワークの構築，公共交通事故被害者等支

援フォーラムの開催，公共交通事業者による被害者等支援計画作成の促進等，公共交通

事故の被害者等への支援の取組を着実に進めていく。 


